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財務会計上
の短縮番号 3861

1092 1

（直近）
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22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 240 176 90 120 150

（2） 人 17 10 6 10 10

（3）

（4）

選択の
理  由

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

景気低迷で有効求人倍率が低下し、就労困難者にとって非常に厳しい状
況が続きなかなか就労に結びつかない。１人１人きめ細かな相談や支援が
ますます必要である。

景気低迷で有効求人倍率が低下し、就労困難者にとっ
て非常に厳しい状況が続きなかなか就労に結びつかな
い。１人１人きめ細かな相談や支援がますます必要であ
る。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

長引く景気の低迷もあり就職に結びつかない
のが現状であるが、関係機関等とも連携して
取り組んで行く

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

効果的かつ効率的に実施するため、外部化
を検討したが、適当な受け皿が見つからない
ことから、市で引き続き実施することとする

相談、セミナー、合同就職面接会参加者

就労者数(就労相談者、面接会参加者中)

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

その他財源

一般財源 1,480 1,631 1,598 1,605

119

受益者負担　Ｂ

  支  出  合  計　Ａ 1,656 1,754 1,726 1,724

財

源

国・府支出金 176 123 128

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

(決算） (予算）

事　業　費（千円） 176 154 248 246

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算）

※見直し内容を記入

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 雇用対策法第5条・27条・31条、池田市地域就労支援事業実施要綱

事業の目的 【どのような結果を得るか】
働く意欲がありながら様々な就労阻害要因のため、就労がかなわない市民に対し、就労阻害要因の克
服や就労に関する意識・意欲の助長を図り、関係機関とも連携して就労につなげる

実施期間   （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事業内容の見直し 平成　　年度

財務会計上の事業名 地域就労支援事業

事業の対象 【誰（何）を】 中高年齢者、若年者、障がい者、母子家庭の母親等就職を妨げる様々な要因を抱える市民

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
就労支援センターにおいて就労・雇用に関する相談や関係機関との連絡･調整などを行うこ
とにより就労の支援を行う

担当課長名 東      勇輔

１　事務事業の概要

施策名 労働者施策の推進

第 １ 期実施計画の事業名 地域就労支援事業

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 市民生活部  地域活性課

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3845

1093 1

（直近）

100.0%

0.01 36 0.01 36 0.01 36 0.01 36 100.0%

0 0 0 0 - 

0.01 36 0.01 36 0.01 36 0.01 36 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.0%

- 

- 

- 

100.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 879 868 856 900 950

（2） 事業所 97 95 90 100 110

（3） 回 1 1 1 1 1

（4）

選択の
理  由

5,5365,536 5,536

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

5,500 5,500 5,500 5,500

5,536 5,536 5,536 5,536

３　成果の達成状況

中小零細企業や個人商店を対象に、少ない掛け金で充実した福利厚生事
業を実施する団体は勤労者互助会しかない。今後も存続は必要であるが、
池田商工会議所への事務費については、減額も視野に入れて検討を行う。

中小零細企業や個人商店を対象に、少ない掛け金で充
実した福利厚生事業を実施する団体は勤労者互助会し
かない。今後も存続は必要であるが、池田商工会議所へ
の事務費については、減額も視野に入れて検討を行う。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

平成20年度に池田商工会議所に事務移管
済

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

単位

指
標
値

市内中小零細事業所で働く人の福利厚生事
業を「池田市勤労者互助会」が担っており、
従業員の定着やゆとりに貢献している。

会員数

会員獲得ＰＲ

会員事業所数

平成２０年度

勤労者互助会補助事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

市直営事業から補助事業に切り替え
※平成20年度より池田商工会議所に事務移管

池田市勤労者互助会補助金交付要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

(決算）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算）

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

(決算）

事業所に勤務するパートタイム労働者を含む従業員の福祉の向上と雇用の安定を図る

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

5,536

東      勇輔

施策名

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

実施根拠

労働者施策の推進

市民生活部  地域活性課

市内中小事業所や商店に勤務する従業員と事業主および市外に勤務する市民

その他財源

一般財源

実施期間

勤労者施策推進事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

中小零細事業所等で働く人の福祉共済事業を実施する勤労者互助会の運営費に補助を
行う

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限


